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中国経済の進路と，その東アジアへのインパクト
－日本経済の歩みを手掛かりにして－
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近時，日本経済は東アジア1でのつながりを深めてきた。例えば，輸出総額
に占めるこれら諸国2の割合は5割に迫り，輸入についても4割を超えた（2005
年）3。また，最近注目を浴びる訪日外国人旅行者についても , 概ね‘３人に２人’
はこれら諸国からの旅行者となった（2006年）4。そして，今後人口が減少して
いくなかで , 東アジアでのつながりを更に深めていくことが必要とされる5。
この東アジアにおいて中国の経済発展が著しい。そのGDPの規模は，日本
の６割を超え，東アジア全体6の‘４分の１’以上を占めるまでに至った（2006
年）7。しかも，国民一人当たりの水準でみれば，未だ日本の‘17分の１程度’
1　本稿では，東アジアとして，日本，韓国，北朝鮮，中国，香港，台湾，ASEAN加盟国，即ち，
北東アジアと東南アジアの双方を対象にしている。 　
2　ここでは，韓国，中国，香港，台湾，ASEAN加盟国　
3　IMF『Direction of Trade Statistics YEARBOOK 2006』により算出　
4　国土交通省『平成19年版　観光白書，付属資料表６』により算出　
5　例えば，『経済財政改革の基本方針2007』(閣議決定 )は「世界最大の成長センターである
アジアに位置する日本は，積極的なオープン化により大きな成長可能性を得ることになる」
とする。
6　ここでは，日本，韓国，中国，香港，台湾，ASEAN5（シンガポール，タイ，マレーシア，
インドネシア，フィリピン）
7　内閣府『世界経済の潮流2007年秋，資料２　項目別経済統計』により算出　       
に過ぎず（2006年）8，経済成長の余地が大きい。日中間で経済規模が逆転する
日もそう遠くはないだろう。そして，この中国経済の動向が東アジアの将来を
大きく左右すると言っても過言ではないのではなかろうか。
中国経済の進路についてどのように考えるのか，それは東アジアにどのよう
なインパクトを与えるのか，日本経済はこうした東アジアとどのように向き合
っていくのか。これらは今後の日本の政策運営において真にコアとなる論点で
あろう。
本稿ではこれらの論点に関連して，一つの試みとして，まず日本経済のこれ
までの歩みを手掛かりに，また日本の代表的なグローバル企業であるYKKの
上海工場で実施したヒアリング調査を織り交ぜつつ，中国経済の現状と課題に
ついて考察する。そして，次に，この考察に基づき，また日本経済の教訓を踏
まえつつ，中国経済の進路とその東アジアへのインパクトについて探求する。
　
㧝㧚ਛ࿖⚻ᷣߩ⃻⁁ߣ⺖㗴
現在の中国経済を日本経済の歩みに重ね合わせてみると，その多面性が浮か
び上がってくる。
20世紀後半の日本経済については，概ね次のように区分することもできる
のではなかろうか。すなわち，敗戦（1945年）から50年代半ばまでの，戦後
復興・経済自立を目指した時期。その後70年代半ばまでの，高度経済成長，
先進国へのキャッチアップを目指した時期。そして安定成長への移行を図り国
際社会での地位が向上するなかで，経済力にふさわしい国際国家を目指した
90年代初めまでの時期。最後に金融システム危機にみられるようにグローバ
リゼーションに揺るがされ，長期低迷を余儀なくされた90年代。
そして，21世紀に入り，グローバリゼーションへの適合（構造改革）とそ
の副作用（格差問題），人口減少社会の到来へと続く。
8　内閣府『世界経済の潮流 2007年秋，資料２項目別経済統計』により算出　       
以下，このような日本経済を言わば‘眼鏡’とし，中国経済の現状と課題に
ついて考察してみよう。
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まず指摘できることは，高度経済成長，先進国へのキャッチアップを目指し
た時期の終わりごろ，すなわち，1960年代終わりから70年代初めの日本経済
との類似性である。
日本では，50年代半ば，国民生活は戦前の水準を回復し，また特需収入を
差し引いた国際収支も均衡することとなった。戦後復興・経済自立という所期
の目標が達成される。こうしたなか，『新長期経済計画』（57年）（計画期間：
58－62年）は生産年齢人口の急増をひかえ，極大成長，生活水準の向上，完
全雇用を目標として掲げた。そして，この目標は，『国民所得倍増計画』（60年）
（計画期間：61－70年）によって引き継がれていく。
こうした政策運営のもと，60年代の実質経済成長率は概ね毎年，10％を超えた。
その一方で，高度経済成長の負の側面が深刻化していく。労働力不足による消費
者物価の上昇，大都市への人口集中に伴う住宅不足や社会資本整備の立ち遅れ，
大気汚染や河川汚濁をはじめとする公害等が大きな社会問題となっていった。
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（備考）内閣府『平成19年度 年次経済財政報告，長期経済統計』，内閣府『四半期別GDP速
報（93SNA，平成12年基準），平成19年10－12月期・２次速報（平成20年３月12日）』
により作成
　        
そして，こうしたなか国民の意識が変化し，その後の政策運営に大きな影響
を与えていく。つまり，国民のニーズの重心が極大成長から暮らしの充実へと
移り，政府もこれに沿って‘産業関係の施策’と比較してそれまで軽視してき
た‘生活関係の施策’に取り組んでいくこととなる。さらに言えば，経済力と
比べて見劣りする‘国民生活の質’を向上させること，これが今日に至るまで
の重要な政策課題となったのである。
因みに，『経済社会発展計画』（67年）（計画期間：67－71年）は，国民の意
識の変化に関連して次のように述べている。すなわち，『30年代9においては，
若年層を中心として，人口の都市への集中が急速に進行し，住宅，生活環境施
設などの不足や公害の増大がますます顕著になったうえに，生活水準の上昇や
都市的生活様式の普及に伴って，国民の意識も向上したために，現在では，住
宅，社会資本の整備，社会保障の充実などが国民の多くの切実な要求となって
現われている』10，『今日までの経済成長の過程において，人口の都市集中に伴
う住宅不足，通勤難，生活環境の不備，公害などの問題の深刻化により，成長
のもたらした所得水準向上の効果が実質的に減殺され，かえって国民の不満が
高まっており』11。また，『国民生活に関する世論調査』（72年実施）（現内閣府）
では次の質問12がなされている。すなわち，『経済発展と環境の保護の関係に
ついて，「多少公害が出たり，自然が失なわれても，経済活動が盛んになり収
入が増加し，生活が便利になる方がよい」という意見と「経済発展が多少犠牲
になっても，公害をなくし自然を守るようにした方がよい」という意見があり
ますが，あなたの意見はどちらに近いでしょうか』。この質問において，1割
の者が『経済発展重視』としたのに対して，5割強の者は『環境保護重視』と
したのであった。
９　昭和30年代
10　経済企画庁編『経済社会発展計画』，大蔵省印刷局，4－5頁　
11　経済企画庁編『経済社会発展計画』，大蔵省印刷局，55頁　
12　Q28，回答票14        
一方，中国は現在，高度経済成長期にある。1992年，天安門事件によって
中断していた改革開放政策が，再び動き出す。これ以降，実質経済成長率は毎
年10%前後で推移する。しかし，この中国でも高度経済成長の負の側面が深
刻化しつつある。例えば，上海では，交通渋滞，通勤混雑がみられ，大気が汚
染されていることもはっきりと視認できる。居住環境も十分とは言えない。
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（備考）内閣府『世界経済の潮流 2007年秋，資料２項目別経済統計』により作成
こうしたなか，かつて日本経済が経験したように，中国でも沿岸都市部を中
心に国民の意識に変化がみられるのではなかろうか。ここでは，日本の代表的
なグローバル企業であるYKKの上海工場で実施したヒアリング調査について
紹介したい（本稿末の資料参照）。この調査は2008年２月に現地中国人従業員
９名と面談したものである。この９名は，部長クラス２名（男性，40歳代半ば，
大卒）（女性，40歳代前半，大卒），課長クラス１名（男性，30歳代半ば，大
卒），係長クラス2名（いずれも女性，20歳代後半，大卒），技術員1名（男性，
20歳代後半，大卒），事務員１名（女性，20歳代半ば，専門学校卒），労務工（農
民工）２名（男性，20歳代半ば，高卒）（女性，20歳代半ば，高卒）と多層に
わたる。
まず，暮らしの満足度については，７名が「十分とはいえないが一応満足し
ている」とし，残りの２名は「十分満足している」と回答した。「まだまだ不満だ」
や「きわめて不満だ」とする回答はなかった。また，今後の暮らし向きについ       
ては，全員が「良くなっていく」とし，「同じようなもの」や「悪くなっていく」
とする回答はなかった。
一方，生活上の不満については（複数回答可），６名が「道路や乗物が混雑
する，交通が不便である」とし，３名は「公害（騒音，煤煙，悪臭など）がひ
どい」をあげた。また，大卒６名のうち３名が「商品の安全性が不十分」とし，
労務工２名は「家計にゆとりがない」とした。しかし，「生活が貧しい」とす
る回答はなかった。
そして，住生活の面で何か「今後ぜひこうしたい」と思っていることがある
かと問うたところ，労務工２名を含む５名から「自分の家を持ちたい」とする
回答があった。また，これに関連して「２階建ての家屋に５家族が居住してい
る。各家族はカラーテレビ，冷蔵庫等は保有しているものの‘蛇口’は共同使
用である」旨が寄せられた。耐久消費財の普及に比べて住環境の整備が遅れて
いることが窺われる。
さらに，産業の振興か，それとも生活の質の向上かという観点から，次の３
つの質問を行った。すなわち，１）公共投資について，「港湾，空港，高速道
路，工業団地の整備・造成など産業の振興を目的としたものを優先すべき」か，
それとも，「上下水道，公園，病院，ごみ処理施設の整備など生活環境の向上
を目的としたものを優先すべき」か，２）経済発展と環境保護との関係につい
て，「多少公害が出て，自然が失われても，経済活動が盛んになる方がよい」か，
それとも，「経済活動が多少犠牲になっても，公害をなくし，自然を守る方が
よい」か，３）社会一般において，「産業振興の比重が維持又は高められるべ
き」か，それとも，「消費者保護の比重が高められるべき」か。このうち，１）
については７名が「生活環境の向上を目的としたもの」と回答し，残り２名は
「一概にいえない」とした。次に，２）については８名が「自然を守る方がよ
い」と回答し，残り１名は「一概にいえない」とした。最後に，３）について
は，６名が「消費者保護」と回答し，２名が「両方」とし，残り１名は「一概
にいえない」とした。因みに，「環境保護」に関して，「自然が破壊されている，       
損なわれていると身近に感じることはありますか。どのようなことですか」（複
数回答可）と質問したところ，「河川，海，湖などの水の汚れ」（６名），「空気
の汚れ（青空がなくなった）」（５名），「魚，昆虫，鳥獣の減少」（３名），「ゴ
ミによる自然の汚染」（３名）であった。
なお，道路や乗物の混雑については，８名が「これから先，良くなっていく
と思う」とした。その理由として，「政府が重点的に取り組んでいる」旨の指
摘があった。
勿論，このヒアリング調査は限定的なものである。しかし，かつて日本経済
が経験したように，沿岸都市部を中心に高度経済成長の恩恵が広く享受される
なかで，その負の側面が顕在し，人々の‘生活の質の向上’への欲求が強まっ
ていることが窺われる。
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1960年代終わりから70年代初めの日本経済との類似性については，こうし
た高度経済成長の負の側面の深刻化や国民の意識の変化のほかに，国際面から
も指摘することができる。
60年代後半，日本の経済規模はイギリス，フランス，ドイツ（旧西ドイツ）
を抜き去り，自由世界第２位となった。日本のGNPの世界シェアは，60年の
３%から70年には６%となる13。また，それまで赤字を計上し，国際収支の天
井として経済成長を制約してきた経常収支についても，固定為替レート（１ド
ル＝360円）のもとで黒字が定着し，その幅が拡大していった。
一方，こうした日本経済の伸長とは対照的に，アメリカ経済の退潮が鮮明に
なっていく。経常収支の黒字幅は64年をピークに縮小し，71年には赤字とな
った。
13　経済企画庁編『世界とともに生きる日本－経済運営５ヵ年計画－』，大蔵省印刷局，72頁       
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（備考）内閣府『世界経済の潮流 2007年秋，資料２項目別経済統計』により作成
そして，この赤字がニクソンショックを引き起こし（71年），当時の国際通
貨システムであったブレトンウッズ体制を崩壊させる。さらに，この体制の崩
壊は，ドル下落，つまり石油輸出国収入の実質的目減りを通じて，石油危機の
発生を助長した。
こうした60年代半ばから70年代初めまでの動向に関連して，『経済審議会活
動の総括的評価と新しい体制での経済政策運営への期待，別紙１ 1950年代半
ば（昭和30年代）以降の日本経済の時代区分とそれぞれの時期における経済
審議会活動の評価』（経済審議会）（2000年）（以下，『経済審議会活動の評価』
という）は次のように述べる。『71年のニクソンショック後，円切り上げ，固
定相場制から変動相場制への移行といった国際経済面での大きな動きが見ら
れ，我が国がもはや世界の小国ではないこと，積極的に国際協調を推進すべき
立場にあることについての自覚が高まった』14。つまり，貿易・通貨を巡るこ
うした一連の出来事（日本の黒字幅の拡大，アメリカの赤字国への転落，そして，
国際通貨システムの崩壊，新しいシステムへの移行）によって，政府は，日本
経済が世界経済に大きな影響を与える存在になっていることを前提として政策
14　7頁　        
運営に当たる必要があると気づいたのである。
それでは，こうした国際面に関して，現在の中国経済はどのような状況にあ
るのだろうか。まず，GDPの規模については，2005年にはイギリス，フラン
スを抜き去り，アメリカ，日本，ドイツに次ぐ世界第4位となった。世界シェ
アは５%15を上回る。また，経常収支についても，アメリカの赤字拡大とは対
照的に黒字幅が急速に拡大し，2005年にはドイツ，2006年には日本を追い抜き，
世界一の黒字国となった。
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（備考）内閣府『世界経済の潮流 2007年秋，資料２項目別経済統計』により作成
このように現在の中国経済は，国際面においても1960年代終わりから70年
代初めの日本経済と類似した側面を有する。かつて日本経済が高度経済成長の
達成に伴い世界経済に大きな影響を与える存在になったように，現在の中国経
済も既にこうした存在になっていると考えてよいだろう。そして，それ故，ま
た，これまで世界経済の発展によって多くの利益を享受してきたことに鑑みれ
ば，中国もこうした存在になっていることを前提として政策運営を進めていく
べき立場にたたされていると言ってよいだろう。
ところで，当時の日本において，こうした日本経済の立場が十分に認識され
15　総務省統計局『世界の統計2007』，74頁       
ていたとは言い難い。『経済審議会活動の評価』は，反省点や困難であった点
として『国際的側面の認識の不十分性』をあげ，『ニクソンショック後の経済
計画では国際協調の推進が謳われたものの，まだまだ国際面は与件とする考え
方が根強く，急速に拡大した我が国経済の世界的意味がよく理解されていなか
った』16と指摘する。
こうした状況は80年代においても続いていく。『経済審議会活動の評価』は，
『a)1980年代前半の円レートが，アメリカのレーガノミックスも一因となって
過小レートとなっていたことの認識が不十分であったとみられること，b)そ
の結果として，83年策定の「1980年代経済社会の展望と指針」においても経
常収支黒字の急拡大の傾向を過小評価し，市場開放等の方針は掲げられたが，
従来型の内需拡大で対外均衡の回復を図ることを主眼とした考えがとられ，
我が国経済の制度，システムを抜本的に変革し，総体として世界と調和した，
また世界に向けて開かれたものにしていくという視点が十分ではなかった』17
とする。
一方，このような政策運営の背後には当然のことながら世論（国民の意識）
の存在がある。この点に関し，『世界とともに生きる日本－経済運営５ヵ年計
画－』（88年）は，『我が国の経済力は，国民が日頃意識している以上に大き
なものとなっている』18，『これまでに達成した経済力が必ずしも国民一人一人
の生活にいかしきられておらず，低い居住水準，長い労働時間，高い生計費等
に象徴されるように，国の経済力の高さと国民の生活実感との間にギャップが
みられる』19と振り返る。このようなもとで，国民が，‘日本経済は世界経済に
大きな影響を与える存在になっており，日本はこのことを前提として政策運営
を進めていくべき立場にたたされている’ことを受容するのは容易ではなかっ
16　9頁 　
17　22頁　
18　経済企画庁編『世界とともに生きる日本－経済運営５ヵ年計画－』，大蔵省印刷局，1頁
19　経済企画庁編『世界とともに生きる日本－経済運営５ヵ年計画－』，大蔵省印刷局，2頁         
たと言わざるをえない。
現在の中国では，かつての日本以上にこうしたギャップが大きいのではなか
ろうか。というのは，沿岸都市部での生活環境の立ち遅れに加えて，経済発展
の遅れている農村部，中西部を広く抱えているからだ。世界経済に大きな影響
を与える存在になっていることを前提として政策運営を進めていくべき立場に
たたされているなか，このギャップを縮小させていくことの重要性は極めて大
きい。
因みに，上述のヒアリング調査において，今後の経済政策のあり方について，
「中国は，ある程度経済的な力が備わったから，これからは国民の生活環境や
社会福祉をととのえることに重きをおくべき」か，それとも，「中国の経済的
な力は，国際的にみてまだまだ十分とは言えないから，今後も経済的な力を強
めることに重きをおくべき」かについて質問したところ，５名が「経済的な力
を強めること」をあげた。このことは，生活の質の向上を重視するそれまでの
回答と一見矛盾があるようにも思われるが，「中国全土の状況を踏まえれば，
現在の中国の経済力は国際的にみて必ずしも十分とは言い難い」旨の説明がい
くつか寄せられた。
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これまで，1960年代終わりから70年代初めの日本経済との類似性について
述べてきた。しかし，大きな差異がある。それは中国では所得の平準化がみら
れていないことである。
『昭和46年版 経済白書』（1971年）は『第2部第1章　戦後25年，日本経済
の到達点』において，経済成長がもたらした重要な成果として次の３つをあげ
た。第１は，『物資がきわめて豊富になったこと』である。第２は，『雇用機会
の増大と所得水準の上昇をもたらし，その過程で所得の平準化を促した』こと
である。第３は，『国際収支赤字と外貨不足の時代が，過去のものとなってき
たこと』である。このうち第１及び第３については，概ね，現在の中国経済に         
も当てはまる。しかし，第２の所得の平準化はみられていない。むしろ，これ
まで格差は拡大してきた。
この経済白書は，所得の平準化に関して更に次のように述べる。すなわち，『所
得上昇は全体として進むと同時に，それはかなりの所得平準化傾向をともなっ
ている』20，『所得平準化は，①ホワイトカラーよりもブルーカラーの給与が高
まっていること，②都市のサラリーマンに比べて農民所得や建設工事従業者の
給与が高まっていること，③若年層の高令層に対する所得格差が縮まっている
こと，（中略）など職業別，年令別にも所得格差縮小をともなっているといえ
よう』21。
高度経済成長期，日本では労働需給が逼迫し，幅広い産業，職種，地域で賃
金が上昇していった。中小企業の賃金水準も大企業のそれに近づいていく。初
任給の水準も高まった。労働力不足が所得の平準化を促したのである。因みに，
完全失業率は1955年の2.5％から64年には1.1%まで低下した。その後，71年
まで，1.1 ～ 1.3%の範囲で推移する22。また，有効求人倍率も68年には1.00を
上回り，70年には1.41まで上昇した23。
その一方で，労働需給の逼迫は，賃金上昇を通じて，生産性が上昇しに
くいサービス部門を中心に物価上昇をもたらす。消費者物価上昇率は0.78%
（1955~59年，年平均）から5.58%（60~64年），5.65%（65~70年）へと上昇し
ていった24。
他方，中国経済のこれまでの推移をみてみると，失業率は2.5%（90~94年，
年平均），3.0%（95~99年），3.9%（2000~06年）と上昇傾向にあり，消費者物
価上昇率は10.3%（90~94年，年平均），5.2%（95~99年），1.2%（2000~06年）
20　経済企画庁編『昭和46年版経済白書』，大蔵省印刷局，90頁
21　経済企画庁編『昭和46年版経済白書』，大蔵省印刷局，90頁　
22　内閣府『平成19年度 年次経済財政報告，長期経済統計』　
23　内閣府『平成19年度 年次経済財政報告，長期経済統計』　
24　内閣府『平成19年度 年次経済財政報告，長期経済統計』により算出　         
と低下傾向にある25。上述したような日本の高度経済成長期の状況とは異なっ
ている。つまり，労働力不足，幅広い産業・職種・地域等での賃金上昇，所得
の平準化という道筋には至っていないのである。
日本経済と中国経済とのこうした対照性は，それぞれの成長パターンに起因
すると考えられる。つまり，日本と中国の高度成長パターンには農村部（田圃）
から都市部（最新鋭工場）への‘人’の大移動という共通性がある。しかし，
日本では既に蓄積された国内資本が経済成長を牽引し内需が拡大していったも
のの，中国では外国資本がこれを牽引し輸出が大きな役割を果たしている。こ
のため，中国では日本とは異なり雇用吸収力が限定的なものに止まり，所得格
差はむしろ拡大していくこととなった。
しかし，中国においても，長期にわたる高度経済成長のもと，労働力過剰の
状態がいつまでも続くというものではないであろう。
例えば，上述のヒアリング調査において，現在と５年後それぞれに関して，
農村部の労働者の過不足について質問したところ，上海市の北方，江蘇省洪沢
県出身の労務工からは「出稼ぎ可能な労働者が少なくなってきている」との回
答があった。その背景として「都市部では住宅費や食料費の水準が高くなって
いる一方で，故郷では中国資本の工場（衣服，宝石，工業用塩等）で働くこと
ができるようになっている」旨があげられた。また，上海市の西方，安徽省銅
陵市出身の労務工からも「依然として出稼ぎ可能な労働者が多数存在している
ものの，５年後には少なくなる」旨の回答があった。「既に銅陵市においても
外国資本，中国資本双方の企業が活動を活発化させており，銅陵から上海に一
緒に来た友人達も相当程度が故郷に戻っている」とのことである。さらに，上
海出身の従業員は「経済発展によって出稼ぎをする必要がなくなってきている」
とし，農村部で広がっている働き口として，電気・水やインテリア関連の仕事
をあげた。沿岸部に限ってみれば，農村部の経済発展によって，労働力が過剰
25　内閣府『世界経済の潮流 2007年秋，資料２項目別経済統計』により算出　         
から不足へと転換していく兆しが窺われる。
そして，労働力不足の内陸部への波及連鎖については次のようなことが考え
られるのではなかろうか。すなわち，沿岸部の大都市の発展を通じて国内資本
が蓄積される。この資本の一部は大都市での消費需要等の高まりに対応すべく
コストの低い周辺部（農村部）での工場立地へと向かう。これによって周辺部
では雇用が創出され，消費等の需要も増大していく。この需要増大が更なる雇
用の拡大につながっていく。その反面，大都市では従来の‘周辺部からの人材
供給ルート’が細っていく。しかし国内需要は全体として高まっている。商機
が広がるなかで，内陸部都市での工場立地が促される。そして，この都市でも
同様のことが進んでいく。
ところで，中国の生産年齢人口は2015年ごろにピークを迎え，それ以降減
少していく。これは労働力の過剰を解消する方向で作用すると考えられる。所
得格差の問題は労働力の供給面からも今後緩和される方向で進んでいくのでは
なかろうか。
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（備考）United Nations, Population Division『World Population Prospects : The 2006 Revision』
により作成
一方，日本の生産年齢人口が減少に転じたのは1995年ごろである。現在の
中国経済の状況を日本の‘1960年代終わりから70年代初めごろ’以前とみる
ならば，生産年齢人口が減少に転じる時期は日本が経験したよりも相当早く到         
来することとなる。高齢社会に備えるための準備期間は短い。他方，高齢化の
スピードは，日本と同様に速い。新たな課題が迫ってきているのである。
因みに，上述のヒアリング調査において，「自分の老後の生活に関して不安
を感じることがあるか」と質問したところ，８名が「不安を感じることはない」
とし，「不安を感じることがある」としたのは１名に過ぎなかった。しかし，「老
後の安定した生活が確保されるために，政府は積極的に関与すべきと思うか」
という質問に対しては，回答のあった８名全員が「そう思う」としている。ま
た，生活の重点について，‘これまで’と‘今後’それぞれ質問したところ（と
もに選択肢の中から３つまで回答可），これまでについては，「子供の教育」が
最も多かった（４名）。一方，今後については，「自己啓発・能力向上」，「貯蓄」
が最も多かった（各５名）。
㨇࿑㧢㨉ᣣᧄߩ↢↥ᐕ㦂ੱญ෸߮⠧ᐕੱญߩផ⒖㧔න૏㧦ජੱ㧕
（備考）国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口（平成18年12月推計）』，国立
社会保障・人口問題研究所『人口統計資料集（2008年版）』により作成
         
㨇࿑㧣㨉ᣣᧄ㧘ਛ࿖ߩ㨇↢↥ᐕ㦂ੱญ㧛⠧ᐕੱญ㨉Ყ₸ߩផ⒖
（備考）国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口（平成18年12月推計）』，国立
社会保障・人口問題研究所『人口統計資料集（2008年版）』，United Nations, Population
Division『World Population Prospects : The 2006 Revision』により作成
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これまで述べてきたように，中国経済が抱える課題は，国民生活の質の向上，
経済大国としての政策運営，所得格差の是正，高齢社会への備えと多岐にわた
る。日本経済がおおよそ半世紀にわたる歩みのなかで順次取り組んできた種々
の課題に，同時に直面しているのである。この背景には，グローバリゼーショ
ンの急速な進展がある。20世紀末からのこの潮流は，安価で良質な労働力を
擁する中国沿岸都市部の経済成長を大いに加速させた。これによって，中国は
一気に経済大国へと駆け上がっていく。しかし，沿岸都市部と農村部，中西部
との所得格差は著しいものとなった。そして，この沿岸都市部においても，高
度経済成長の達成によって，人々の指向は生活の質の向上へとその重心が移り
つつある。
果たして，今後，中国経済はどこに向かっていくのだろうか。上述した中国
経済の４つの課題（国民生活の質の向上，経済大国としての政策運営，所得格
差の是正，高齢社会への備え）を手掛かりにして考えてみよう。         
まず指摘できることは，中国経済にとっての内需拡大の重要性である。上述
の４つの課題のうち３つに資する。つまり，沿岸都市部で拡大しつつある需要
（住宅や生活環境施設など生活の質の向上への欲求）の充足に当たる。その際，
この需要を梃にして，農村部，中西部での経済発展（所得格差の是正）を進め
ていく。社会保障も充実させる。そして，これらは，‘中国の経済力の高さと人々
の生活実感との間のギャップ’を縮小させる方向で作用し，‘経済大国として
の政策運営’の基盤も形成されていくと考えられる。
こうしたことから，中国人民元については経済実勢を反映させ，切り上げ基
調で推移させていくことが妥当であろう。これは，購買力の向上を通じて，内
需拡大に寄与する。また，資源や食料等の世界的な価格上昇への対応，今後の
中国での労働需給の逼迫に伴う物価上昇への備えにもなる。
因みに，上述のヒアリング調査において，物価について質問したところ，9
名のうち8名が「去年の今頃と比べて物価は上がったと思う」とした。また，
先行きについても，回答のあった７名のうち５名が「上昇すると思う」として
いる。
この中国人民元の切り上げは中国経済に構造調整を促す。生産性の向上や新
たな付加価値が求められる。その際，ポイントとなるのは，これまで経済成長
を牽引してきた外資企業での従業員への研修や教育（労働力の質の向上）では
なかろうか。これに関連して，YKKの上海工場で行われている取り組みは大
変印象的なものであった。例えば，工場長（日本人）は，日本から派遣されて
いる技術者を各生産部門の責任者ではなく自身のスタッフ（中国人従業員への
支援者）として処遇している。その一方で，中国人の部門責任者に対しては，
全体討論を通じながら工場の運営戦略そのものについての思考を促す。また，
日本から生産現場で従事している従業員を招き，中国人従業員への指導に当た
ってもらっている。この工場長の基本的な考え方は「中国人従業員に会社（工場）
を通じて成長してもらいたい」旨であった。これまで日本企業の中国への進出
は現地の安い労働力を活用していくというものであった。しかし，今後は，中         
国人民元の切り上げのもとで「生産性の高い（高い賃金を手にすることができ
る）労働者」へと育成していくことが重要となる。マクロ経済的にはこれが内
需拡大へとつながり，国際競争力も確保される。こうした観点においてYKK
の上海工場の運営は極めて先駆的なものであると認識された。
そして，中国経済は今後，内需拡大，人民元の切り上げのもとで，言わば東
アジアでのアブソーバーとしての役割を担っていくことになるのではなかろう
か。つまり，日本やNIEsから進出してきた企業では中国市場開拓のウェイト
が一段と高まる。これは本国や東アジアの他の生産拠点からの輸入を伴う。ま
た，ASEAN諸国とは‘自由貿易地域’26の実現と相まって国際分業が更に進展
していくこととなる。13億人の市場がASEAN諸国の輸出を吸引する。一方，
かつて日本やNIEsにおいて通貨切り上げを契機として近隣諸国への直接投資
が進展したように，中国からASEAN新規加盟国，北朝鮮，極東ロシアへの直
接投資が進展していくと考えられる。そして，これら諸国からの逆輸入が見込
まれる。
このように東アジアでアブソーバーとしての役割を担っていくことは，４番
目の課題である高齢社会への備え（高い生産性を基礎とする経済社会の形成）
という観点とも整合的であると考えられる。
26　目標年は2010年。ASEAN新規加盟国（ベトナム，カンボジア，ラオス，ミャンマー）に
ついては2015年。          
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（備考）IMF『Direction of Trade Statistics YEARBOOK（1993,1998,2006年版）』により作成
　ところで，内需拡大はかつて日本経済が取り組んだものでもあった。80年
代前半，日本経済は輸出主導型の経済発展を遂げる。そして，日本，アメリカ
双方の対外不均衡の拡大が世界経済をドル暴落の危機に晒す。ここに至り，日
本経済は国際協調（内需拡大）へと大きく舵をきった。
前川レポート（国際協調のための経済構造調整研究会報告書）（86年）は次
のように述べる。すなわち，『我が国の大幅な経常収支不均衡の継続は，我が
国の経済運営においても，また，世界経済の調和ある発展という観点からも，
危機的状況であると認識する必要がある。今や我が国は，従来の経済政策及び
国民生活のあり方を歴史的に転換させるべき時期を迎えている。かかる転換な
くして，我が国の発展はありえない』，『経常収支の大幅黒字は，基本的には，
我が国経済の輸出指向等経済構造に根ざすものであり，今後，我が国の構造調
整という画期的な施策を実施し，国際協調型経済構造への変革を図ることが急
務である。この目標を実現していく過程を通じ，国民生活の質の向上を目指す
べきであり，また，この変革の成否は，世界の中の我が国の将来を左右すると
の認識が必要である』。
その後，日本経済はこのレポートに則り，「経済力にふさわしい国際国家」（世
27　ASEAN5とはシンガポール，タイ，マレーシア，インドネシア，フィリピン。中国の輸
入額については香港からのものを控除，香港の輸入額については中国からのものを控除。　         
界経済の持続的・安定的成長に向けた国際協調型経済及び豊かさを実感できる
国民生活の実現）を目指していく。しかし，こうした日本経済を待ち受けてい
たものはバブルの発生と崩壊であった。ドル暴落への懸念が続くなか，公定歩
合は長期にわたり据え置かれた。これがバブルの素地となる。国民の資産価格
上昇期待は膨張していった。
昨今，米中間の不均衡が80年代前半当時の日米間のそれさえも凌駕するな
か，中国経済はこうした日本の経験から種々の教訓を得ることができるのでは
なかろうか。その一つは，ドル一極基軸通貨体制の脆弱性に関することである。
日本，アメリカ双方の対外不均衡の拡大は日本経済のみに起因するものではな
い。アメリカ側の要因としては，ドル一極基軸通貨体制であるが故に経常収支
の赤字を容認しがちとなるその政策運営がある。言わば，輸出主導型経済発展
を転換できない日本経済と，ドル一極基軸通貨体制のもとで規律が働かないア
メリカ経済との協働作業のもとで，世界経済はドル暴落の危機に晒されること
になったとも言える。
このことは中国経済に次の二つの示唆を与えるのではなかろうか。一つは，
大幅な経常収支黒字は必ずしも喜ぶべきものではないということである。ドル
一極基軸通貨体制のもとでは，経常収支黒字は過度のものとなりがちである。
こうした観点からも，上述の内需拡大，中国人民元の切り上げを着実に進めて
いくことが重要である。
もう一つは，対外不均衡の一方の当事者として，また，経済大国として中国
が安定的な国際通貨体制の構築に寄与していくことの必然性である。金融グロ
ーバリゼーションの進展のもと，世界経済の持続的・安定的成長にとって，現
行の国際通貨体制は十分なものであるとは言い難い。上述したようにアメリカ
での過度の経常収支赤字（海外からの過度の資金流入）を助長するからだ。そ
して，サブプライムローン問題にみられるようにその弊害が顕在している。世
界経済において安定的な国際通貨体制の構築が益々必要とされているのであ
る。          
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（備考）内閣府『世界経済の潮流 2007年秋，資料２項目別経済統計』により作成
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（備考）内閣府『世界経済の潮流 2007年秋，資料２項目別経済統計』により作成
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（備考）内閣府『世界経済の潮流 2007年秋，資料２項目別経済統計』により作成         
実際，かつて日本は，アジア通貨危機等国際金融が混乱するなか，国際通貨
体制の安定化のために‘円の国際化’が必要であるとした。『21世紀に向けた
円の国際化－世界の経済・金融情勢の変化と日本の対応－』（外国為替等審議
会答申）（1999年）は次のように述べる。すなわち，『世界の３大経済地域の
一端を担う欧州のユーロ及びアジアにおける主要通貨である円が，ドルを補完
し，各国及び地域が節度ある経済運営を行うことにより，安定した国際通貨体
制の構築に貢献することが期待される。他方，ドル，ユーロ，円といった主要
通貨の変動相場制度の下では，リスク分散の観点からも，ドル，ユーロに加え，
円が国際的に活用されることは望ましい。円の国際化はこうした意味で国際公
共財の提供と考えることができる』。　
㧔㧞㧕᧲ࠕࠫࠕ߳ߩࠗࡦࡄࠢ࠻
中国経済は今後，内需拡大，人民元の切り上げ，近隣諸国への直接投資の進
展のもと，東アジアでのアブソーバーとしての役割を担っていくと考えられる。
また，安定的な国際通貨体制の構築に向けた取り組みも深まっていくとみられ
る。それでは，こうした中国経済の進路は東アジアにどのようなインパクトを
与えるのだろうか。　　
まず，東アジアの経済発展がアメリカ経済に大きく依存する外需主導型のも
のから，中国の内需拡大を軸とする域内需要主導型のものへと転換していくこ
とが考えられる。
80年代半ば以降，日本，NIEsでは，通貨切り上げを契機として，輸出先に
占めるアメリカの割合が低下してきた。その一方で中国・香港の割合は上昇し
ている。直接投資先であるこれらへの部品（現地工場で組み立てられるもの）
の輸出が伸びているためだ。          
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（備考）IMF『Direction of Trade Statistics YEARBOOK（1983,1988,1993,1998,2006年版）』
により作成
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（備考）IMF『Direction of Trade Statistics YEARBOOK（1983,1988,1993,1998,2006年版）』
により作成
但し，東アジア全体でみればアメリカ経済への依存度は決して低下していな
い。東アジア諸国28全体の‘GDPに対するアメリカへの輸出額の割合’をみて
みると，1985年の5.2％から90年の4.2％を経て，95年には3.7％まで低下した
ものの，その後上昇に転じ，2000年5.2％，2005年には5.5％となった。GDP
の拡大が著しい［中国・香港］でこの割合が上昇しているためだ（85年の3.6
％から2005年には8.5％まで上昇）。
28　ここでは，日本，韓国，中国，香港，ASEAN5（シンガポール，タイ，マレーシア，イ
ンドネシア，フィリピン）　          
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（備考）IMF『DIRECTION OF TRADE STATISTICS YEARBOOK（1983,1988,1993,1998,2006
年版）』，総務省統計局『世界の統計（1994,1995,2004,2006,2007年版）』により作成
しかし，今後は，中国・香港の直接投資先となるASEAN新規加盟国等から
アメリカへの輸出が伸長していくことが見込まれるものの，中国の内需を中心
とした経済発展により東アジア全体のアメリカ経済への依存度は低下していく
と考えられる。むしろ，中国がアメリカに代わって他の東アジア諸国の生産・
供給を吸引していく。
つまり，東アジアでは，概ね70年代以降，日本に始まり，NIEs，ASEAN諸国・
中国へと至る‘アメリカへの輸出指向型’経済発展は一つの節目を迎え，中国
の内需拡大を軸とする域内需要主導型の経済発展へと転換していくことになる
のではなかろうか。
因みに，外務省（2008）『ASEAN地域主要6か国29における対日世論調査結果』
では，現在の‘ASEANの重要なパートナー’として，中国とした回答は全体
の30%，日本は28%，米国は23%となっている。一方，今後については，中国
が33%へと伸び，日本は23%へと低下し，米国は13%へと大きく低下する。
そして，実体経済面でのつながりが深まっていくなかで，中国人民元の東ア
ジア域内での流通も広がっていくと考えられる。果たして，中国は経済大国と
29　インドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポール，タイ，ベトナム　         
して安定的な国際通貨体制の構築に向けてどのように取り組んでいくのだろう
か。かつての日本のように自国通貨を基軸通貨へと引き上げていこうとするの
か。この場合，他の東アジア諸国（ASEAN諸国，韓国等）に受け入れられる
のか。そもそも，相互依存関係が張り巡らされ，アジア通貨危機にみられるよ
うに‘一国の危機がその一国に止まらない’東アジアにおいてこれは望ましい
姿なのか。
それとも，欧州で実現した通貨統合が，中国人民元の流通の広がりを梃にし
て，追求されることになるのだろうか。その際のポイントの一つは，経済大国
としての政策運営の基盤となる沿岸都市部の人々が，果たして通貨統合を受け
入れるか否かではなかろうか。
　
東アジアは中国経済の進化によって大きな転機を迎えようとしている。こう
したもとで日本経済は東アジアとどのように向き合っていくべきであろうか。
大局的な戦略が求められる。
߅ࠊࠅߦ
筆者の専門は日本の経済政策である。本稿の意図もその論点を深めることに
ある。人口減少に直面する日本経済は今後，東アジアと従来にも増して向き合
っていかざるを得ない。では，その東アジアは一体どこに向かっているのか。
本稿では，日本から中国経済を見て，そして東アジアへと転じた。
本稿の内容については楽観的とする向きもあろう。例えば，エネルギー不足
や食料不足といった中国経済ひいては東アジアの経済発展を制約する要因につ
いてはとりあげていない。停滞する中国，東アジアという道筋もあるのかもし
れない。しかし，エネルギー・食料問題の背後には，一つには，東アジア諸国
で概ね共通してみられる，石油需要の増大や食生活の変化（肉類等の消費増加
と米の消費減退）による需給構造の脆弱化がある。もう一つには，国際金融が
実物経済を撹乱していることがある。東アジア諸国に共通した問題が金融グロ         
ーバリゼーションによって先鋭化しているのである。そして，相互依存関係が
張り巡らされた東アジアにおいて一国の危機はその一国に止まらない。こうし
たことを踏まえれば，むしろ，エネルギー，食料といった経済発展の制約要因
はかつてアジア通貨危機においてみられたように地域連携を加速させる方向で
作用するのではなかろうか。そうであれば，中国，東アジアの経済発展が一時
的に減速するようなことがあったとしても，こうした制約要因は人々にとって
身近な問題であるが故に，東アジア諸国の進路を通貨統合へと大きく後押しす
ると考えられる。
最後に，YKK上海工場での調査は，富山大学教育研究特別経費（学長裁量）
プロジェクト「グローバル化時代の北陸・東アジアにおける共生課題－実践
的提言に向けた学際的研究－」（2007年度）の一環として，富山大学経済学部
飯田剛史教授との共同研究で行ったものである。YKK上海工場の小林工場長，
日本人スタッフ，中国人スタッフの方々との意見交換なしには本稿を書き上げ
ることはできなかった。YKK上海工場の方々に広く心より感謝の意を表した
い。なお，文責は全て筆者にあることを念のため付記しておく。
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［資料］
ヒアリング調査内容と結果
　　面談日：2008年2月28日（木），2月29日（金）　　　　　　　　
　　面談場所：YKK上海工場
　　面談相手：YKK上海工場中国人従業員9名
　　　　　　　　　　　　　　　　（　）の中の数字が回答のあった人数
［生活に対する満足度］
１．お宅の暮らしについてどう思っていらっしゃいますか，次の中であなたの
気持ちに一番近いものを選んでください。
　　①十分満足している（２）　②十分とはいえないが一応満足している（７）
　　③まだまだ不満だ（０）　④きわめて不満だ（０）
［暮らし向き］
２．お宅の生活は，これから先，良くなっていくと思いますか。　
　　①良くなっていく（９）②同じようなもの（０）③悪くなっていく（０）
［生活の重点］
３．お宅では，これまで，生活のどのような面に特に力を入れてきましたか。
また，今後についてはどうですか。それぞれ次の中から3つ以内でお答えく
ださい。（注；下記の回答数については，「これまで」，「今後」の順番で表示）
（明確な回答がなかった1名については除外）
　　①食生活（２，１）②衣生活（１，１）③住生活（３，２）
　　④自動車，電気製品，家具などの耐久消費財の面（２，１）
　　⑤レジャー・余暇生活（１，３）⑥自己啓発・能力向上（３，５）
　　⑦子供の教育（４，４）⑧貯蓄（２，５）⑨その他（０，０）
　　⑩ない（０，０）          
［生活上の不満］
４．次のなかに，あなたがふだん不満に思っていらっしゃることがありますか。
あればいくつでもお答えください。
　　①生活が貧しい（０）②家計にゆとりがない（２）
　　③余暇時間が少ない（２）④財産が少ない（１）⑤住宅事情が悪い（２）
　　⑥道路や乗物が混雑する，交通が不便である（６）
　　⑦上下水道，公園，病院，ごみ処理施設など生活環境に関連した公共施設
　　　が不十分（１）
　　⑧社会保障（老後，病気，失業への保障）が不十分（１）
　　⑨公害（騒音，煤煙，悪臭など）がひどい（３）
　　⑩商品の安全性が不十分（３）⑪その他（１）⑫ない（１）
［住宅事情］
５．住生活の面で何か「今後ぜひこうしたい」と思っていることがありますか。
どのようなことですか。
　　①よい貸家，アパートなどに移りたい（０）②自分の家を持ちたい（５）
　　③老朽化しているので自分の家を建て替えたい（０）
　　④自分の家を改造したい，広くしたい，便利にしたい（０）　
　　⑤閑静な所，交通が便利な所，日当たりがよい所など立地条件のよい所に
　　　住みたい（２）⑥その他（２）⑦ない（１）
［交通事情］
６．道路や乗物の混雑について，これから先，良くなっていくと思いますか，
悪くなっていくと思いますか，同じようなものだと思いますか。
　　①良くなっていく（８）②同じようなもの（０）③悪くなっていく（１）         
［公共投資］
７．公共投資（政府部門の投資）には，「上下水道，公園，病院，ごみ処理施
設の整備など生活環境の向上を目的としたもの」と「港湾，空港，高速道路，
工業団地の整備・造成など産業の振興を目的としたもの」があります。これ
らについて，あなたの考え方は次のふたつのうちどちらに近いでしょうか。
　　①「生活環境の向上を目的としたもの」を優先すべき（７）
　　②「産業の振興を目的としたもの」を優先すべき（０）
　　③一概にいえない（２）
［老後の生活］
８．あなたは，自分の老後の生活に関して不安を感じることがありますか。
　　①不安を感じることがある（１）②不安を感じることはない（８）
９．老後の安定した生活が確保されるために，政府は積極的に関与すべきと思
いますか。
　　①そう思う（８）②そうは思わない（０）　　回答なし（１）
［経済発展と環境保護］
10．自然が破壊されている，損なわれていると身近に感じることはありますか。
どのようなことですか。あればいくつでもお答えください。
　　①空気の汚れ（青空がなくなった）（５）
　　②植物が育たない（花が咲かない，葉が枯れる）（１）
　　③河川，海，湖などの水の汚れ（６）④山や丘などの地形の変化（０）
　　⑤緑が少なくなった（林や田畑が少なくなった）（２）
　　⑥魚，昆虫，鳥獣の減少（３）⑦自動車や工場などの騒音（１）
　　⑧ゴミによる自然の汚染（３）⑨日当たりが悪くなった（１）
　　⑩特にない（１）          
11．経済発展と環境保護の関係について，あなたの考え方は次のふたつのうち
どちらに近いでしょうか。
　　①多少公害が出て，自然が失われても，経済活動が盛んになる方がよい（０）
　　②経済活動が多少犠牲になっても，公害をなくし，自然を守る方がよい（８）
　　③一概にいえない（１）
［消費者保護］
12．あなたには，生産者と消費者という２つの面がありますが，社会一般に関
し，あなたの考え方は次のふたつのうちどちらに近いでしょうか。
　　①「消費者保護」の比重が高められるべきだ（６）
　　②「産業振興」の比重が維持又は高められるべきだ（０）
　　③一概にいえない（１）
　　　「①及び②の両方」とする回答（２）
［物価］
13．去年の今頃と比べて物価は上がったと思いますか，下がったと思いますか。
それとも変わらないと思いますか。また，これから先はどうでしょうか。
　　■去年の今頃と比べて
　　　　①上昇（８）②変わらない（１）③下落（０）
　　■これから先
　　　　①上昇（５）②変わらない（１）③下落（１）　　回答なし（２）
［労働者の過不足］
14．現在の労働者の過不足についてどのように思いますか，次の中であなたの
考え方に一番近いのはどれでしょうか。また，５年後についてはどうでしょ
うか。          
　　■現在
　　　都市部：①労働者が余っている（４）②労働者が不足してきている（２）
　　　農村部：①依然として出稼ぎ可能な労働者が多数存在する（５）
　　　　　　　②出稼ぎ可能な労働者が少なくなってきている（２）
　　■5年後
　　　都市部：①労働者が余っている（２）②労働者が不足してきている（０）
　　　農村部：①依然として出稼ぎ可能な労働者が多数存在する（０）
　　　　　　　②出稼ぎ可能な労働者が少なくなってきている（２）
　　　
［経済政策］
15．今後の経済政策のあり方について，あなたの考え方は次のふたつのうちど
ちらに近いでしょうか。
　　①中国は，ある程度経済的な力が備わったから，これからは国民の生活環
　　　境や社会福祉をととのえることに重きをおくべきだ（２）
　　②中国の経済的な力は，国際的にみてまだまだ十分とは言えないから，今
　　　後も経済的な力を強めることに重きをおくべきだ（５）
　　③一概にいえない（１）
　　　「①及び②の両方」とする回答（１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出年月日：2008年５月16日
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